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筑波大学は、去る６月末日、平成１９事業年度における財政状態、運営状況

を表わす財務諸表（貸借対照表、損益計算書等）及び決算報告書等を取りまと

め、文部科学大臣に対して提出したところですが、平成２０年９月１０日にそ

の承認が得られましたので、ここに公表いたします。 

 

 筑波大学としては、教育研究の充実・発展のため、自立的・戦略的な運営の

実現を目指し、より一層の財政上の見直しや外部資金の獲得等に向けて努力し

てまいります。 

 

  なお、平成１９事業年度財務諸表及び概要は、以下のとおりですが、本学の

教育研究活動を広くご理解いただくために、後日財務レポートを作成し公表す

る予定です。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



1. 平成１９事業年度の主要な財務諸表の概要

資産 3,523 （ 7 ） 経常費用 708 （ ▲ 9 ）

（主なもの） （主なもの）

土地 2,497 （ 0 ） 人件費 404 （ ▲ 2 ）

建物等 605 （ ▲ 0.9 ） 診療経費 100 （ 5 ）

設備・図書等 185 （ 1 ） 研究経費 57 （ ▲ 0.4 ）

受託研究費等 32 （ 4 ）

負債 961 （ ▲ 46 ） 教育経費 50 （ ▲ 9 ）

（主なもの） 経常収益 727 （ ▲ 11 ）

長期借入金 505 （ ▲ 75 ）

資産見返負債 175 （ 14 ） （主なもの）

運営費交付金収益 365 （ ▲ 7 ）

純資産 2,562 （ 53 ） 附属病院収益 168 （ 7 ）

学生納付金収益 100 （ 0.4 ）

（主なもの） 受託研究等収益等 37 （ 6 ）

政府出資金 2,329 （ 0 ）

資本剰余金 171 （ 39 ）

経常利益 18 （ ▲ 1 ）

臨時損失 0.1 （ ▲ 0.5 ）

臨時利益 0.1 （ ▲ 0.3 ）

目的積立金取崩額 0.8 （ ▲ 0.2 ）

当期総利益 19 （ ▲ 1 ）

（注） 1.単位は億円。単位未満切り捨て。 450 （ ▲ 53 ）

2.（　）内は対前年度増減。 （主なもの）

経常費用等 708 （ ▲ 10 ）

(控除)自己収入等 ▲ 329 （ ▲ 17 ）

37 （ 1 ）

貸借対照表 損益計算書

国立大学法人筑波大学の平成１９事業年度財務諸表の概要

　国立大学法人筑波大学の平成１９事業年度財務諸表について、平成２０年９月１０日に文
部科学大臣による承認がありましたので、お知らせいたします。

国立大学法人等業務実施コスト計算書

国立大学法人等業務実施コスト

損益外減価償却等相当額
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2. 国立大学法人筑波大学の財務状況の傾向・特色等

（1） 業務実施コストの減少

・業務実施コスト　前年度比5,399百万円（10.7％）の減少［平成16年度比13,755百万円（23.4％）の減少]

（単位：百万円）

（2） 教育研究経費がゆるやかに減少

・教育経費 前年度比907百万円（15.2％）の減少［平成16年度比872百万円（14.7％）の減少]
・研究経費 前年度比　42百万円（0.7％）の減少［平成16年度比619百万円（9.7％）の減少]
・運営費交付金収入額　前年度比795百万円（1.8％）の減少［平成16年度比1,180百万円（2.8％）の増加]

（単位：百万円）

　本学の主要な公的財源である運営費交付金は逐年減額となっています（本学においては、特別教育研
究経費の獲得に努め平成16年度に対して増加しております。）が、教育研究水準の維持・向上のための
競争的資金、寄付金、補助金等の外部資金の獲得や人件費等の諸経費の節減などの経営努力により必要
な財源を捻出し、現在までのところ、全体としては教育及び研究経費の確保を図っています。

　本学に対して、税金などにより国民が実質的に負担しているコストを示す国立大学法人等業務実施コ
ストは、附属病院収益、受託研究収益等の自己収入の増や人件費の抑制などの結果、減少しています。

(注)　国立大学法人等業務実施コストとは、各法人において業務に要した費用から自己収入を差し引き、国立大学会計基準により損益計
算書に計上されない引当金、減価償却費等の相当額を加算して算出したもので、国立大学法人等に対する国民の実質的なコスト負担を
示すもの。
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（3） 人件費の減少（附属病院を除く）

・職員人件費 前年度比149百万円（1.8％）の減少［平成16年度比121百万円（1.5％）の減少]
・教員人件費 前年度比290百万円（1.3％）の減少［平成16年度比195百万円（0.9％）の減少]

（単位：百万円）

（4） 減価償却費の減少

・減価償却費 前年度比245百万円（2.9％）の減少［平成16年度比2,649百万円（24.2％）の減少]

（単位：百万円）

（単位：百万円）

※　人件費には退職一時金を含んでいません。なお、年度間の比較のため、平成19年度の数値には、会計基準変更に伴うセグメント間の
人件費配賦方法の見直しによる教員人件費影響額増加分の130百万円を含めています。

　教育研究に必要な基盤的施設、設備の減価償却費が逐年減少していますが、これはこれらの施設、設
備が耐用年数を過ぎて老朽化しているためと考えられます。
　本学では、教育研究及び安全面において支障をきたさないよう、これらの老朽化した施設、設備の更
新及び修繕を計画的に行っています。

　管理的業務・教育支援業務などを行う職員の人件費に加え、教育研究を主たる業務とする教員の人件
費も減少しています。教員については、教育面は非常勤講師の採用など、研究面は共同研究や受託研究
を活用するなど、教育研究に支障をきたさないような配慮をしています。
　本表は附属病院を除いておりますが、附属病院関係の人件費については、医療における安全の確保、
質の向上を図るために不可欠な看護師の人件費を中心に増加しています。（前年度比282百万円
（4.1％）の増加）
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（5） 附属病院収益の増加

・附属病院収益 前年度比717百万円（4.4％）の増加［平成16年度比2,527百万円（17.6％）の増加]

（単位：百万円）

　附属病院においては、平均在院日数の短縮、化学療法の充実等による外来患者の増加等による増収と
なりましたが、これに伴う医薬品や診療材料等の診療経費の増加、看護師の採用等による人件費の増加
により、業務損益ベースとしては前年度比280百万円(25.9％)の減少となっています。
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　　利益の処分に関する書類（案）

（単位：円）

　当期未処分利益 1,922,791,196

当期総利益 1,922,791,196

　利益処分額

(教育研究の質の向上及び組織運営の改善に充てるものである) 1,922,791,196 1,922,791,196

国立大学法人法第35条において準用する独立行政
法人通則法第44条第３項により文部科学大臣の承
認を受けようとする額
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（単位：千円）

 業務費用

(1)損益計算書上の費用

業務費 66,757,091         

一般管理費 2,695,111          

財務費用 1,384,953          

雑損 32,604             

臨時損失 11,530             70,881,288         

(2)（控除）自己収入等

授業料収益 △8,353,190        

入学料収益 △1,368,817        

検定料収益 △310,969          

附属病院収益 △16,883,160       

受託研究等収益 △3,278,001        

受託事業等収益 △502,520          

寄附金収益 △842,314          

資産見返運営費交付金等戻入 △19,944           

資産見返寄付金戻入 △465,946          

財務収益 △50,377           

雑益 △909,160          

臨時利益 △6,041            △32,990,438       

 業務費用合計 37,890,849         

 損益外減価償却等相当額

損益外減価償却相当額 3,730,786          

損益外固定資産除却相当額 21,964             3,752,751          

 引当外賞与増加見積額 △63,446           

 引当外退職給付増加見積額 △246,830          

 機会費用

国又は地方公共団体の無償又は減額
された使用料による貸借取引の機会
費用

582,191            

政府出資の機会費用 3,155,016          3,737,207          

Ⅵ 国立大学法人等業務実施コスト（ ） 45,070,531         

国立大学法人等業務実施コスト計算書（平成19年4月1日～平成20年3月31日）
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Ⅰ 重要な会計方針

当事業年度より、改訂後の国立大学法人会計基準（「国立大学法人会計基準」及び「国

立大学法人会計基準注解」報告書 国立大学法人会計基準等検討会議 平成19年12月12日

改訂）を適用して、財務諸表を作成している。

１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準

原則として、期間進行基準を採用している。

なお、退職一時金については費用進行基準を、また、「特別教育研究経費」「特殊要因経

費」に充当される運営費交付金の一部については、文部科学省の指定に従い業務達成基準

あるいは費用進行基準を採用している。

２．減価償却の会計処理方法

（１）有形固定資産

定額法を採用している。

耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としているが、主な資産の耐用年数

は以下のとおりである。

建物 ２～５０年

構築物 ２～６０年

工具器具備品 ２～２０年

船舶 ２～ ５年

車両運搬具 ２～ ７年

なお、受託研究収入により購入した償却資産については、当該受託研究期間を耐用年数

としている。

また、特定の償却資産（国立大学法人会計基準第８３）の減価償却相当額については、

損益外減価償却累計額として資本剰余金から控除して表示している。

（２）無形固定資産

定額法を採用している。

なお、法人内利用のソフトウェアの耐用年数については、法人内における利用可能期間

（５年）に基づいている。

３．引当金等の計上基準

（１）退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準

運営費交付金を財源とする教職員に係る退職一時金については、運営費交付金により

財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は計上していない。

なお、運営費交付金により財源措置がなされない教職員の退職一時金については、翌

期以降の退職給付の支給に備え、当該職員の当期末自己都合要支給額にて引当金を計上

している。

また、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外退職給付増加見積額は、

基準８５第４項に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を
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計上している。

（２）徴収不能引当金及び貸倒引当金の計上基準

将来の貸倒による損失に備えるため、一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸

念債権及び破産更生債権等については、個別の債権の回収可能性を検討して回収不能見込

額を計上している。

（３）賞与に係る引当金及び見積額の計上基準

運営費交付金を財源とする教職員に係る賞与については、翌期以降の運営費交付金に

より財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は計上していない。

なお、運営費交付金により財源措置がなされない教職員の賞与については、翌期以降

の支給に備え、当該職員の賞与支給見込額のうち当期の負担額を計上している。

また、国立大学法人等業務実施コスト計算書における引当外賞与増加見積額は、当期

末の引当外賞与見積額から前期末の同見積額を控除した額を計上している。

４．有価証券の評価基準及び評価方法

満期保有目的債券については、償却原価法（定額法）を採用している。

５．たな卸資産の評価基準及び評価方法

たな卸資産（貯蔵品） ： 移動平均法による低価法

医薬品・診療材料 ： 移動平均法による低価法。なお、移動平均法による計算が

可能な物流システムが完成するまでの間、最終仕入原価法

６．外貨建資産及び負債の本邦通貨への換算基準

外貨建金銭債権債務は、期末日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理している。

７．国立大学法人等業務実施コスト計算書における機会費用の計上方法

（１）国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法

原則として、近隣の地代や賃借料を参考に計算している。一部については、国立大学法

人会計基準に定める合理的な仮定計算によっている。

（２）政府出資等の機会費用の計算に使用した利率

10年利付政府保証債の平成20年3月末利回りを参考に１．２７５％で計算している。

（３）国等からの無利子又は通常よりも有利な条件による融資取引の機会費用の計算に使用し

た利率

10年利付政府保証債の平成20年3月末利回りを参考に１．２７５％で計算している。

８．リース取引の会計処理

リース料総額が300万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引

に係る方法に準じた会計処理によっている。

９．消費税等の会計処理
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消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によっている。

１０．会計方針の変更

（引当外賞与増加見積額）

前事業年度まで国立大学法人等業務実施コスト計算書の記載対象となっていなかった

引当外賞与増加見積額については、国立大学法人会計基準の改訂に伴い、当事業年度より

国立大学法人等業務実施コスト計算書に計上している。

これにより、前事業年度と同一の方法によった場合と比べて、国立大学法人等業務実施

コストが６３百万円減少している。

（純資産の部）

貸借対照表については、前事業年度まで資産の部、負債の部及び資本の部に区分して表

示していたが、国立大学法人会計基準の改訂に伴い、当事業年度より、資産の部、負債の

部及び純資産の部に区分して表示している。

Ⅱ 注記事項

１．貸借対照表関係

（１）運営費交付金から充当されるべき退職手当の見積額 30,865,855千円

（２）引当外賞与見積額 2,203,651千円

（３）債務保証の総額 6,123,967千円

（対応する債務 国立大学財務・経営センター債務負担金 6,123,967千円）

（４）担保提供資産

①長期借入金51,517,050千円（長期借入金44,804,200千円、一年以内返済予定長期借入金

6,712,850千円）について、以下の内容の覚書を当該借入金の債権者と締結している。

イ．当該債権者が書面により事前に承諾しない限り、他の債務の担保のため、大学の資

産について担保提供を行わない。

ロ．当該債権者が書面により事前に承諾しない限り、地上権、賃借権等の第三者の権利

設定、売却等の第三者への権利移転を行わない。

ハ．債務の履行が懸念されることとなった場合、当該債権者からの請求により、当該債

権者が指定する大学の敷地・建物等について、担保提供する。

②国立大学財務・経営センター長期借入金424,305千円について、当該借入金の債権者と

抵当権設定契約を締結している。

イ．担保に供した土地の簿価 5,016,692千円

ロ．これに対応する借入金の額 424,305千円

２．損益計算書関係

附属病院において法人設立時に国から承継され、資産見返勘定を立てて会計処理を行っ

ている診療機器等に係る当期の資産見返勘定戻入額は、82,995千円である。
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３．キャッシュ・フロー計算書関係

（１）資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳

現金及び預金 14,045,391千円

うち、定期預金 9,000,000千円

資金期末残高 5,045,391千円

（２）重要な非資金取引

①現物寄附による資産等の取得

建物 5,195千円

建物附属設備 30,911千円

構築物 2,165千円

工具器具備品 765,775千円

図書 19,375千円

建設仮勘定 4,200千円

無形 3,202千円

計 830,823千円

②ファイナンス・リースによる資産の取得

工具器具備品 1,419,592千円

計 1,419,592千円

（３）その他の事項

①教育研究関連業務支出は、教育・研究に関する支出である。

②診療関連業務支出は、診療経費に関する支出である。

③その他の業務支出は、主として一般管理費の支出である。

４．減損の認識

（１）減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

記号 資産名称 用途 種類 帳簿価額 場所

Ａ 財務会計システム 会計業務 ソフトウエア 19,588千円 茨城県つくば市天王台

（２）減損の認識に至った経緯

Ａの財務会計システムについては、平成１９年度より新システムの運用を開始し、旧シ

ステムは前年度データの確認のために使用してきたが、平成１９年度末をもって同データ

の確認が不要となり、今後利用しない計画であるため、減損を認識している。

（３）減損額のうち損益計算書に計上した金額と計上していない金額の主要な固定資産ごとの

内訳
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記号 資産名称 種類 損益計算書に 損益計算書に計上

計上した金額 していない金額

Ａ 財務会計システム ソフトウエア － 千円 19,588千円

（４）回収可能サービス価額

Ａの財務会計システムについては、売却見込みがないため、使用価値相当額により測定

しており、使用価値相当額は、当該資産のソフトウエアの帳簿価額に、利用予定（0％）

を乗じて算出した価額を用いている。

５．減損の兆候

（１）減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要

記号 用途 種類 帳簿価額 場所

ａ 職員宿舎（独身用） 土地 276,000千円 東京都世田谷区代沢

ｂ 運動施設 建物 1,941千円 茨城県つくば市春日

附属設備 80千円 計

構築物 70千円 2,091千円

ｃ 職員宿舎（集合住宅） 建物 171,406千円 茨城県つくば市吾妻

ｄ 職員宿舎（４戸建） 建物 9,715千円 茨城県つくば市並木

ｅ 職員宿舎（２戸建） 建物 4,858千円 茨城県つくば市並木

ｆ 職員宿舎（１戸建） 建物 3,000千円 計 茨城県つくば市並木

附属設備 27千円 3,027千円

ｇ 職員宿舎（１戸建） 建物 3,000千円 計 茨城県つくば市並木

附属設備 27千円 3,027千円

ｈ 職員宿舎（１戸建） 建物 3,000千円 計 茨城県つくば市並木

附属設備 27千円 3,027千円

ｉ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,945千円 計 茨城県つくば市並木

附属設備 27千円 2,972千円

ｊ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,974千円 計 茨城県つくば市並木

附属設備 27千円 3,001千円

ｋ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,974千円 計 茨城県つくば市並木

附属設備 27千円 3,001千円

ｌ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,970千円 計 茨城県つくば市並木

附属設備 27千円 2,997千円

ｍ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,970千円 計 茨城県つくば市並木

附属設備 27千円 2,997千円

ｎ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,970千円 計 茨城県つくば市並木

附属設備 27千円 2,997千円

ｏ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,970千円 計 茨城県つくば市並木

附属設備 27千円 2,997千円
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ｐ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,970千円 計 茨城県つくば市並木

附属設備 27千円 2,997千円

ｑ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,970千円 茨城県つくば市並木

ｒ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,970千円 茨城県つくば市並木

ｓ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,974千円 茨城県つくば市並木

ｔ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,974千円 茨城県つくば市並木

ｕ 職員宿舎（１戸建） 建物 2,974千円 茨城県つくば市並木

ｖ 職員宿舎（１戸建） 建物 3,114千円 茨城県つくば市並木

ｗ 職員宿舎（１戸建） 建物 3,057千円 茨城県つくば市並木

ｘ 学生宿舎（二人用） 建物 24,593千円 計 茨城県つくば市天王台

附属設備 2,871千円 28,234千円

構築物 770千円

合 計 546,377千円

（２）認められた減損の兆候の概要

①ａの職員宿舎（独身用）については、東京地区における独身者のための職員宿舎（独

身・男）用地で、入居希望者がなく平成１９年４月に全室空室となり、減損の兆候が認

められた。

②ｂの運動施設（弓道場）については、平成１８年度に利用率が低下（利用率19％）し

減損の兆候が認められたことから、公開講座の開設や課外活動での利用促進を図り、前

年度の利用率は上回った（利用率31％）ものの、減損の兆候が認められた。

③ｃの職員宿舎（集合住宅）については、近隣の住宅事情の変化等に伴い本学職員の入

居希望が減少し、利用率が低下（利用率42％）したため、減損の兆候が認められた。

④ｄの職員宿舎（４戸建）については、近隣の住宅事情の変化等に伴い本学職員の入居

希望が減少し、利用率が低下（利用率50％）したため、減損の兆候が認められた。

⑤ｅの職員宿舎（２戸建）については、近隣の住宅事情の変化等に伴い本学職員の入居

希望が減少し、利用率が低下（利用率25％）したため、減損の兆候が認められた。

⑥ｇ、ｉ、ｏの職員宿舎（１戸建）については、近隣の住宅事情の変化等に伴い本学職

員の入居希望が減少し、退去後の利用がなかったため、減損の兆候が認められた。

⑦ｆ、ｈ、ｊ～ｎ、ｐ～ｗの職員宿舎（１戸建）については、近隣の住宅事情の変化等

に伴い本学職員の入居希望が減少し、利用しなかったため、減損の兆候が認められた。

⑧ｘの学生宿舎（二人用）については、１室二人利用タイプ及び老朽化等に伴い学生の

入居希望が減少し、利用率が低下（利用率34％）したため、減損の兆候が認められた。

（３）減損の兆候の有無について、複数の固定資産を一体として判定した場合における、当該

資産の概要及び当該資産が一体としてそのサービスを提供するものと認めた理由

①ｂの運動施設については、建物と電話設備からなり、これらは建物と補完的な関係を

有する建物附属設備であることから、一体としてそのサービスを提供するものと認めら
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れた。

②ｆ～ｐの職員宿舎（１戸建）については、建物と屋外排水設備からなり、これらは建

物と補完的な関係を有する建物附属設備であることから、一体としてそのサービスを提

供するものと認められた。

③ｘの学生宿舎（二人用）については、建物と入退室システム及びネットワークシステ

ム等からなり、これらは建物管理上及び利用上不可欠な建物附属設備であることから、

一体としてそのサービスを提供するものと認められた。

（４）減損の認識に至らなかった理由

①ａの職員宿舎（独身用）敷地については、利用計画を策定中であること及び土地の時

価が承継時価格より上昇していることから、減損の認識に至らなかった。

②ｂの運動施設（弓道場）については、平成１８年度に比べ利用率が上昇しており、ま

た、平成１９年１２月から新たに弓道同好会が発足したことによる使用が確実に見込ま

れることから、減損の認識に至らなかった。

③ｃの職員宿舎（集合住宅）については、空室の一部を資産の有効活用及び経費削減を

図る目的で、平成２０年度に予定されている校舎等の改修工事に伴う物品等の一時保管

場所に利用するため、減損の認識に至らなかった。

④ｄの職員宿舎（４戸建）、ｅの職員宿舎（２戸建）及びｆ～ｗの職員宿舎（１戸建）に

ついては、平成２０年度からの筑波地区公務員宿舎の廃止計画に伴い、廃止予定公務員

宿舎に入居中の本学職員の移転先として使用稼働が確実に見込まれており、当該資産が

その使用目的に従った機能を現に有していることから、減損の認識に至らなかった。

⑤ｘの学生宿舎（二人用）については、全学的な学生宿舎リニューアルの改善方策を策

定中であり、順次改修等を実施して利用することから、減損の認識に至らなかった。

６．重要な債務負担行為

当事業年度末時点における重要な債務負担行為は以下のとおりである。

ＰＦＩ事業である「筑波大学生命科学動物資源センター施設整備等事業」に関する維持

管理費相当分1,102,423千円

７．重要な後発事象

該当事項はない。

８．千円単位の金額の表示について

各々の計数を表示単位未満で四捨五入しているため、合計額と符合しない場合がある。

ただし、「利益の処分に関する書類（案）」については円単位で表示している。
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政府出資金

資本剰余金

　　政府承継

　　運営費交付金

　　補助金等

　　寄附金等

　　目的積立金

　　損益外固定資産
　　除売却差額

損益外減価償却累計額（△）

損益外減損損失累計額（△）

　　施設費
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(注)１　常勤役員の俸給月額は、学長1,211千円、理事 922千円、903千円、843千円、監事654千円であり、非

　　　　常勤理事の役員手当は279千円、非常勤監事の役員手当は160千円である。役員に対する報酬について

　　　　は、「国立大学法人筑波大学における役員の報酬等に関する規則」に基づき支給している。職員の給

　　　　与は、国家公務員の給与を踏まえて定められた「国立大学法人筑波大学本部等職員の給与に関する規

　　　　則」、「国立大学法人筑波大学附属病院職員の給与に関する規則」及び「国立大学法人筑波大学附属

　　　　学校職員の給与に関する規則」に基づき支給しており、俸給と諸手当からなる。

(注)２　役員退職金は、独立行政法人の退職手当規程を準用し「国立大学法人筑波大学における役員の報酬等

　　　　に関する規則」に基づき支給している。職員退職金については、国家公務員退職手当法(昭和28年8月

　　　　8日法律第182号)を準用し、「国立大学法人筑波大学職員の退職金に関する規則 」に基づき支給して

　　　　いる。

(注)３　支給人員数は、年間平均支給人員数によっている。

(注)４　（　）内は、「退職金相当額を運営費交付金で措置する対象者数について（通知）」（平成16年6月3

　　　　日付人事課長16文科人第84号）における「退職金相当額を運営費交付金で措置する必要がある役職員」

　　　　の支給額を記載している。

(注)５　法定福利費は上記に含めていない。

(注)６　人件費の定義は、「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について（ガ

　　　　イドライン）」（以下「ガイドライン」）に基づいている。常勤職員とは、ガイドライン中の「常勤

　　　　職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等による雇用する者を除

　　　　いた職員であり、非常勤職員とは、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及び「ガイドライン」

　　　　における「派遣会社に支払う費用」以外の職員である。
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(注)１　セグメントの区分方法は、附属病院、大学、法人共通の三区分とする。

(注)２　目的積立金の取り崩しを財源とする費用    大学：89,251千円

(注)３　損益外減価償却相当額    附属病院：2,290千円、大学：3,728,496千円

(注)４　引当外賞与増加見積額    附属病院：119千円、大学：△63,565千円

(注)５　引当外退職給付増加見積額    附属病院：△250,726千円、大学：3,896千円

(注)６　帰属資産のうち、法人共通（18,151,933千円）は各セグメントに配賦していない資産であり、主な内容は以下のとおりで

　　　　ある。

　　　　「現金及び預金」14,045,391千円、「有価証券」2,499,958千円、「投資有価証券」1,593,958千円

(注)７　業務収益のうち、法人共通（50,377千円）は各セグメントに配賦していない収益であり、主な内容は以下のとおりである。

　　　　「受取利息」26,594千円、「有価証券利息」23,243千円

(注)８　業務損益のうち、附属病院に関する借入金の元金償還額から借入金により取得した資産の減価償却費を差し引いた差額は

　　　　401,013千円、及び「資産見返物品受贈額戻入」の額は82,995千円である。

(注)９　業務費用及び業務収益の配分方法の変更

　　　　従来、附属病院セグメントにおける人件費は、運営費交付金の算定における帰属の取扱により算出した額を計上していた

　　　　が、「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（平成20年２月13日最終改訂）

　　　　の改訂に伴い、勤務実態により記載する方法に変更している。また、これに合わせて、人件費に対応する運営費交付金収

　　　　益の配分方法を変更している。

　　　　これにより前事業年度と同一の方法によった場合と比べて、附属病院セグメントの業務費用と業務収益は 100,271千円減

　　　　少し、大学セグメントの業務費用と業務収益は100,271千円増加している。なお、業務損益に与える影響はない。
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